2006年9月21日

日の丸・君が代の強制にかかわる東京地裁の判決について

（声明）

長野県高等学校教職員組合

　東京都の教職員401名が、入学式や卒業式での「国旗・国歌」の強制は違法であると東京都と都教育委員会を訴えていた裁判で、本日、東京地方裁判所は都教育委員会の通達などは違法であり、従う義務はないという原告勝訴の判決を言い渡しました。

　私たちは、今回の判決を画期的な判決であると高く評価し、支持するものです。

東京都教育委員会は2003年10月の実施指針をもとに「国歌斉唱時に国旗に向かって斉唱すること」を命ずる校長の職務命令に従わなかったことを理由にして、これまで多くの教職員を処分してきました。

　国旗・国歌法制定時、政府は「子どもの内心にまで立ち入って強制するものではない」と答弁しましたが、都教育委員会は明らかに政府の立場をも大きく逸脱し、憲法が保障している思想・良心の自由を踏みにじり、教育基本法が禁じた教育への不当な介入をしてきたのです。

　本日の判決は、憲法と教育基本法の基づく判決です。

判決は、日の丸と君が代についての国民間の異なる考えを認め、教職員に対する強制は憲法が保障する「思想、良心の自由」を侵害すると述べています。また、学習指導要領の法的拘束性は認めつつ「大綱的基準に止めるべき」として「教職員に対し一方的な一定の理論や観念を生徒に教え込むことを強制するようなものである場合には教育基本法第１０条１項の不当な支配に該当する」と述べています。本日の判決は、東京都の教育行政だけでなく、教育基本法の理念を覆すような教育改革を押し進めようとする政府の教育行政にも歯止めをかけるものであり、教育基本法「改正」問題の議論にも大きな影響を与えるものです。

　私たちは、東京都教育委員会が一刻も早く不法な通達を撤回すること、および、政府も今回の判決を厳粛に受けとめ、憲法と教育基本法に基づく教育行政を行うよう強く求めます。

